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事業を推進するリーダー的存在の人材�
がＴＭＯ内外にいなかった　　　　　�

商店街，商業者との連携が取れていな�
い　　　　　　　　　　　　　　　　�

数年先を見越した継続的な事業が実施�
できず，単発的な事業にとどまったた�
め　　　　　　　　　　　　　　　　�

大型店の撤退等，ＴＭＯ構想策定時以�
外の環境の変化が生じたため　　　　�

ＴＭＯ構想策定時より，現況分析，事�
業効果評価が十分でなかった　　　　�

ＴＭＯの役割が不明確で組織としての�
推進力に問題があった　　　　　　　�

市町村，商工会・商工会議所との連携�
が取れていない　　　　　　　　　　�

有力なテナント，企業の誘致が思った�
通りに進まなかった　　　　　　　　�

市町村の活性化事業などの他の事業と�
の連携が出来ていなかった　　　　　�
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合　計�
第３セクター�
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ＴＭＯの経営基盤の確立�

複数年度にわたる継続的な事業の実施�

事業実施において専門能力を発揮でき�
る人材の確保　　　　　　　　　　　�

事業実施上での商店街，ＮＰＯ等との�
連携　　　　　　　　　　　　　　　�

市町村，商工会，商工会議所との連携�

民間企業からの投資の促進�

事業計画（ビジネスプラン）および事�
業評価手法の確立　　　　　　　　　�

若年層を中心とする定住人口の増加�

複数省庁連携による補助制度�

郊外開発の制限�

歩行者専用区域の設置�
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